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北区住宅マスタープラン２０１０ 

主要事業の進捗について 

 
北区住宅マスタープラン２０１０では、住マスの基本理念・基本目標に基づき、重点戦略を設定しま

した。 住マス２０２０改定に向けて、重点戦略をふまえた主要事業の進捗について次頁及び資料にま

とめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

『誰もが、安心して、生き生きと暮らし続けられる、ゆたかな住生活の実現』 

 
基本目標１ 

誰もが住み続けることができ

る安全で快適な住まいの確保 

 
基本目標２ 

安心して暮らせる住まい

と環境のしくみづくり 

 
基本目標３ 

北区の活力を高める魅力

ある住環境の形成 

戦略１ 長期優良住宅やリフォーム等の普及により、安全で良質な住まいの確保を促進します

戦略２ 福祉施策との連携により、子育て期から高齢期までの安心居住を支援します 

戦略３ 民間を含めた北区の住宅セーフティネットを構築します 

（１）良質な住宅ストック形成の支援 

（２）長期優良住宅の普及の促進 

（３）災害に強い安全な住まい・住環

境づくり 

（４）環境に配慮した住まいづくり 

（５）適正な区営住宅の維持管理の

推進 

（６）契約が満了する借上げ住宅への

適切な対応 

（７）区営住宅以外の公的賃貸住宅

の適正な供給と維持管理 

（１）子育て世帯への居住支援 

（２）高齢者、障害者世帯への居住支

援 

（３）民間賃貸住宅における安定した

居住の確保 

（４）マンションの適切な維持管理の

支援 

（５）大規模な公的賃貸住宅における

安心居住への対応 

（１）住まいに関する情報提供の充実

（２）住宅供給を伴うまちづくり事業の

推進 

（３）地域との協働 

（４）北区の住環境に対する区民意識

の向上と魅力の発見 

（５）北区の住環境に関わる特性のブ

ランド化と情報発信 

資料１ 



主要事業の進捗状況 まとめ 

 

重点戦略 

進捗状況評価 

（平均点は、A：3 点、B：2 点、 

C：1 点、D：0 点により算出） 

今後の事業 

実施予定 

戦略１ 長期優良住宅やリフ

ォーム等の普及により、安全で

良質な住まいの確保を促進し

ます 

平均：1.7 点 

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗：3 件 

【Ｂ】概ね７割以上進捗：1 件 

【Ｃ】計画を下回って進捗（７割未満）：4 件 

【Ｄ】未着手 ０％：1 件 

継続：7 件 

拡大：1 件 

縮小：0 件 

未定：1 件 

戦略２ 福祉施策との連携に

より、子育て期から高齢期まで

の安心居住を支援します 

平均：0.8 点 

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗：0 件 

【Ｂ】概ね７割以上進捗：1 件 

【Ｃ】計画を下回って進捗（７割未満）：4 件 

【Ｄ】未着手 ０％：3 件 

継続：3 件 

縮小：1 件 

廃止：4 件 

戦略３ 民間を含めた北区の

住宅セーフティネットを構築

します 

平均：1.7 点 

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗：5 件 

【Ｂ】概ね７割以上進捗：1 件 

【Ｃ】計画を下回って進捗（７割未満）：3 件 

【Ｄ】未着手 ０％：3 件 

継続：6 件 

縮小：1 件 

廃止：4 件 

完了：1 件 
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北区住宅マスタープラン2010主要事業の進捗状況一覧 資料２ Ｈ30.11.15現在

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗 　【Ｂ】概ね７割以上進捗　【Ｃ】　計画を下回って進捗（７割未満）　【Ｄ】未着手　０％

重点
戦略

計画目標
H21年度現

況

前期（H22
～26年度）

目標

後期（H27
～31年度）

目標

前期（H22
～26年度）
進捗・実績

後期（H27
～29年度）
進捗・実績

進捗状況評価
（A～D）

進捗・状況詳細

今後の事業実施
予定（６段階）

・拡大
・継続
・縮小
・廃止
・完了
・未定

所管課
基本計画

2010事業
基本計画

2015事業

① 長期優良住宅の認定 長期優良住宅の認定 ３０件 ２００件 ２００件 ４４３件 ２２８件 Ａ

　制度が始まった平成21年度の実績は35件だったが、制度が周知され
たためか、平成22年度以降は毎年70～90件の認定実績がある。
　平成28年4月から「増改築」についての認定が開始されたが、こちら
についての北区の実績は現時点では0件である（他自治体でもほとんど事
例がない）。

継続 建築課 - -

② 住宅性能表示制度の普及 住宅性能表示制度の普及 普及・啓発 普及・啓発 普及・啓発 - - Ｄ
　住宅性能表示制度とは国土交通大臣から登録を受けた登録住宅性能評
価機関が住宅性能を評価する制度。現状は、具体的な周知活動等は行っ
ていない。

未定 - - -

木造住宅耐震改修助成 ２０件 １００件 １００件 ２５９件 ７５件 Ａ
　平成27年度より高齢者等世帯への加算措置、平成28年度より整備地
域内への加算措置を実施。平成23年3月に発生した東日本大震災を契機
として耐震化への意識の高まり等により件数が大きく増加した。

継続 建築課 ● ●

木造住宅耐震建替え助成 ２５件 １５０件 １５０件 ６６件 ４０件 Ｃ
　平成27年度より高齢者等世帯への加算措置、平成28年度より整備地
域内への加算措置を実施。対象地域が限られるえ資金面でも負担が大き
いため、目標件数に届いていない。

継続 建築課 ● ●

④
分譲マンション耐震改修促
進事業

分譲マンション耐震改修助成 １件 １０　件 １０　件 ２件 １件 Ｃ

　平成23年度に耐震補強設計費用助成を新設。平成27年度から診断、
設計、工事の助成率を対象費用の1/3⇒1/2に変更した。東京都と連携
した管理組合への啓発等も実施しているが、資金面や高齢化などで区分
所有者の合意形成が難しく改修まで話が進まない状況が多くみられる。
基本計画2015では賃貸と合わせて「マンション耐震化の促進」とし
た。

継続 住宅課 ●

⑤
賃貸マンション耐震化の支
援

賃貸マンション耐震化の調
査・検討

　
－

調査・検討 調査検討 事業実施 Ｃ

　適切な維持管理及び支援が求められている賃貸マンションについて、
平成22年度にその実態把握と所有者の意向を確認する調査を行った。平
成23年度に意向調査の結果を踏まえ賃貸マンションの耐震化促進につい
て検討を行い、平成24年度に耐震化支援事業を創設した。基本計画
2015では分譲と合わせて「マンション耐震化の促進」とした。

継続 住宅課 ●

⑥ 空き家の実態調査 空き家の実態調査
　
－

調査・方策
検討

調査実施 調査実施 Ａ

　空き家の現状把握と有効活用について施策展開を検討するため、有効
活用が可能な空き家把握のための実態調査（所有者の意向確認を含む）
を平成22・28年度に行った。平成27年5月空家等対策の推進に関する
特別措置法が完全施行された。
　（参考）基本計画2015で「居住可能な空き家対策の検討」を計画事
業とし
平成28年度から、新規事業として「空き家に関する相談窓口の開設」及
び「空き家に関する個別相談」等を実施することとした。

継続 住宅課 - -

⑦ 地球温暖化防止への取組み 地球温暖化防止への取組み 導入促進 導入促進 導入促進

新エネ・省エ
ネ機器

導入助成
一般住宅：
2,917件

分譲住宅の管
理組合等：7

件
中小企業者
等：23件

新エネ・省エ
ネ機器

導入助成
一般住宅：

758件
分譲住宅の管
理組合等：

46件
中小企業者
等：50件

Ｂ

　区内で発生する温室効果ガスの排出量を削減するため、新エネル
ギー・省エネルギー機器等を導入する者に対し、平成20年6月からその
費用の一部を助成している。平成27年度から区内業者施工の場合は助成
金額を加算（中小企業者・分譲住宅の管理組合等を除く。）したほか、
平成28年度からは「住宅用蓄電システム」と「窓の断熱改修」の助成を
開始している。
　また、平成29年度から太陽光発電システムの助成限度額を増額し、新
たに「ＨＥＭＳ」について助成を開始した。他にも、「省エネルギー診
断結果に基づく設備改修」について助成を開始した。

拡大 環境課 ● ●

●

主要事業

戦
略
１
　
長
期
優
良
住
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リ
フ
ォ
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ム
等
の
普
及
に
よ
り
、

安
全
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良
質
な
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保
を
促
進
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③
木造民間住宅耐震改修・建
替え促進事業
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北区住宅マスタープラン2010主要事業の進捗状況一覧 資料２ Ｈ30.11.15現在

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗 　【Ｂ】概ね７割以上進捗　【Ｃ】　計画を下回って進捗（７割未満）　【Ｄ】未着手　０％

重点
戦略

計画目標
H21年度現

況

前期（H22
～26年度）

目標

後期（H27
～31年度）

目標

前期（H22
～26年度）
進捗・実績

後期（H27
～29年度）
進捗・実績

進捗状況評価
（A～D）

進捗・状況詳細

今後の事業実施
予定（６段階）

・拡大
・継続
・縮小
・廃止
・完了
・未定

所管課
基本計画

2010事業
基本計画

2015事業
主要事業

 導入促進 導入促進
省エネコン
サルタント
派遣：10件

省エネコン
サルタント
派遣：21件

Ｃ

　平成26年度から、分譲住宅の管理組合など、建物所有者・管理者等を
対象に、省エネコンサルタントを派遣し、無料で省エネ診断を行い、共
用部分等における省エネ対策について、提案・アドバイスを行ってい
る。
　平成29年度から「省エネルギー診断結果に基づく設備改修」を新エ
ネ・省エネ機器等導入助成の対象に加えて助成を開始した（管理組合等
用）ことに伴い、省エネコンサルタント派遣の申請件数増加に繋げてい
く。

継続 環境課 - ●
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北区住宅マスタープラン2010主要事業の進捗状況一覧 資料２ Ｈ30.11.15現在

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗 　【Ｂ】概ね７割以上進捗　【Ｃ】　計画を下回って進捗（７割未満）　【Ｄ】未着手　０％

重点
戦略

計画目標
H21年度現

況

前期（H22
～26年度）

目標

後期（H27
～31年度）

目標

前期（H22
～26年度）
進捗・実績

後期（H27
～29年度）
進捗・実績

進捗状況評価
（A～D）

進捗・状況詳細

今後の事業実施
予定（６段階）

・拡大
・継続
・縮小
・廃止
・完了
・未定

所管課
基本計画

2010事業
基本計画

2015事業
主要事業

ファミリー世帯住み替え家賃
助成

７０　件 ２００件 ２００件 １１２件
Ｈ27年19
件：経過措

置分
Ｃ

基本計画2015改定時に見直しを実施。ファミリー世帯の定住化施策
は、ファミリー世帯転居費用助成事業と親元近居助成事業へシフトする
こととなり、Ｈ26年度で事業は終了。申請受付は経過措置として平成
27年9月までとした。

廃止 住宅課 ● -

親元近居助成 １００件 ２００件 ２００件 １９１件 １６６件 Ｂ

平成22年度に子どもの年齢要件を緩和（15歳⇒18歳）、平成27年度に
扶養人数要件を緩和（2人以上⇒1人以上）した。申請世帯の3割弱は区
外からの転入。実績に合わせて、年度別計画を各年度70件とした（中期
計画H29-31）。

継続 住宅課 ● ●

三世代住宅建設助成 ８０ 件 １５０件 １５０件 ６２件 ３９件 Ｃ

平成27年度より要件を大幅に緩和（緑化の廃止、手摺の仕様の廃止等）
した。実績に合わせて、年度別計画を各年度30件とした（中期計画Ｈ
29-31）。
また、平成29年度より三世代リフォーム助成制度を開始（10件/年）
し、建設助成は20件/年としている。

継続 住宅課 ● ●

地域優良賃貸住宅の供給・誘
導

－ ４０件 ２００件 － － Ｄ

平成22年度から3年間実施する都のモデル事業の成果を踏まえ公募によ
る供給を検討していた。長期にわたる債務（家賃減額補助）を負担する
住宅を新たに建設することは不可との判断により、建設費等が対象の事
業として中期計画（H24-26）で再計画化。その後、都のモデル事業の
結果（新規建設10事業、改良20事業の募集で、新規5業者、改良1業
者）を踏まえ、中期計画（H26-28)から外し、事業実施も見送った。

廃止 住宅課 ● -

公的住宅活用による高齢者向
け優良賃貸住宅の供給

－ ４６戸 ５０戸 7戸 1戸 Ｃ

現入居者が退去後に高齢者住宅用に整備し新たに入居者を募集する手法
のため、計画的に推進することができないため、中期計画（H24-26）
から計画外としている。現在は神谷堀公園ハイツ8号棟（全16戸）のみ
を対象として事業を継続している。整備済み8戸。

縮小 住宅課 ● -

民間賃貸住宅活用による高齢
者向け優良賃貸住宅の供給

－ ４０戸 １２５戸 － － Ｄ

平成23年度からの事業実施の準備を進めていたが、長期にわたる債務
（家賃減額補助）を負担する住宅を新たに建設することは不可との判断
により計画がストップ。中期計画（H24-26）で、「サービス付き高齢
者向け住宅の供給」を新規事業として計画化したが、中期計画（H27-
29）では、平成27年度以降も東京都が実施するか未定のため、計画か
ら外した。現在は国・東京都のサ髙住整備補助の手続きとして北区基準
を東京都へ回答している。

廃止 住宅課 ● -

高齢者専用賃貸住宅の供給誘
導

検討 供給推進 供給推進 － － Ｄ
　実施に向けて情報収集・整理及び検討を行った結果、実施しないこと
となった。

廃止 住宅課 - -

③
福祉との連携による居住支
援体制の充実

福祉との連携による居住支援
体制の充実

調査・検討 推進 推進 調査・検討 調査・検討 Ｃ

　新たな住宅セーフティネット制度に基づき、賃貸住宅に入居を拒まれ
がちな住宅確保要配慮者の円滑な入居を促進するため、居住支援の仕組
みづくりを検討する。「住宅セーフティネット整備推進事業」などの活
用には居住支援協議会設置が条件のものがあり、同協議会の役割を精査
していく必要がある。また、都は、平成26年度に協議会を設立し、設立
当時より北区は住宅部門と福祉部門で都の協議会にオブザーバーとして
参加している。

継続 住宅課 - -
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① 子育て世帯の居住支援

高齢者の居住支援②
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北区住宅マスタープラン2010主要事業の進捗状況一覧 資料２ Ｈ30.11.15現在

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗 　【Ｂ】概ね７割以上進捗　【Ｃ】　計画を下回って進捗（７割未満）　【Ｄ】未着手　０％

重点
戦略

計画目標
H21年度現

況

前期（H22
～26年度）

目標

後期（H27
～31年度）

目標

前期（H22
～26年度）
進捗・実績

後期（H27
～29年度）
進捗・実績

進捗状況評価
（A～D）

進捗・状況詳細

今後の事業実施
予定（６段階）

・拡大
・継続
・縮小
・廃止
・完了
・未定

所管課
基本計画

2010事業
基本計画

2015事業
主要事業

①
区営住宅のストック活用及
び再生計画の策定

区営住宅のストック活用及び
再生計画の策定

－ 計画策定 － 計画策定 Ａ

　平成26年1月計画策定、平成27年3月改定。
　平成29年度に改定に向けた基礎資料を作成し、平成30年度に計画改
定を行う。今後の建替え集約をより具体的に示すため、620戸の住戸数
を確保することを前提に、公営住宅等長寿命化計画策定指針に合った内
容で改定する予定。

継続 住宅課 ● -

② 区営住宅の耐震補強 区営住宅の耐震補強（９棟） 設計２棟 ９棟 Ａ 平成22年度から順次耐震補強を実施し、平成25年度に完了した。 完了 住宅課 ● -

③ 区営住宅の建替え 区営住宅の建替え整備
　
－

－ 建替整備
　
－

用地取得 Ａ

　区営住宅の建替え計画について、エレベーター設置がない赤羽北二丁
目ＡＰの居住者の移転先（仮移転・本移転）を確保するため、平成３４
年度に竣工できる80戸の用地について、浮間四丁目の国有地を取得する
方向で検討することになった。
　平成26年１月策定の長寿命化計画では、赤羽北二丁目ＡＰの建替えが
平成34年度竣工で計画されていたため、平成27年3月改定の長寿命化計
画で、区営住宅１棟目の建設について、浮間四丁目（平成34年度竣工）
に変更した。
　平成29年2月、契約管財課と国で土地取得契約締結済。

継続 住宅課 ● ●

④ 区営住宅の設備改善 区営住宅の設備改善
　
－

１００戸 １００戸 １０９戸 ６７戸 Ａ
　平成22年度から、浴槽・手すり（浴室・トイレ）及びインターホンを
設置し、設備を改善した。

継続 住宅課 - -

⑤
借上げ期間が満了するシル
バーピア及び区民住宅への
対応

シルバーピア及び区民住宅の
活用見直し

－ 検討 転用 － 検討 Ａ

　平成29年度までに借上げ期間が満了したシルバーピア及び区民住宅に
ついては活用を見直しした結果、オーナーへ返却することとした。
今後、契約期間満了前に移転先が完成するシルバーピアの活用方法につ
いては、継続して検討していくとした。

継続 住宅課 - -

ファミリー世帯住み替え家賃
助成

７０　件 ２００件 ２００件

親元近居助成 １００件 ２００件 ２００件

三世代住宅建設助成 ８０ 件 １５０件 １５０件

地域優良賃貸住宅の供給・誘
導

－ ４０件 ２００件

公的住宅活用による高齢者向
け優良賃貸住宅の供給

－ ４６戸 ５０戸

民間賃貸住宅活用による高齢
者向け優良賃貸住宅の供給

－ ４０戸 １２５戸

高齢者専用賃貸住宅の供給誘
導

検討 供給推進 供給推進

※「戦略２」で回答

※「戦略２」で回答

戦
略
３
　
民
間
を
含
め
た
北
区
の
住
宅
セ
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テ
ィ
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ッ

ト
を
構
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⑥
子育て世帯の居住支援【再
掲】

⑦ 高齢者の居住支援【再掲】



　北区住宅マスタープラン改定
基礎調査（アンケート）結果概要

資料3













































北区の住宅及び住環境の現状と課題
資料４
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２．住まい・住環境づくりに係る課題の整理 

現況を踏まえ、北区の優先課題「①『地震・水害に強い安全・安心なまちづくりに全力』で取り

組むこと」「②『長生きするなら区が一番』を実現すること」「③『子育てするなら北区が一番』を

より確かなものにすること」を基に、住まい・住環境を取り巻く課題等について整理しました。 

（１）安全・安心（「地震・水害に強い安全・安心なまちづくりに全力」で取り組むこと） 

①建替等による耐震化率の増加 

北区では耐震化の取り組みが進んでおり、平成 25 年現在、木造の耐震化率は 61.9％、非木造の耐震

化率は 84.0％となっており、平成 18 年から木造では 14.6％増、非木造では 8.7％増となっています。 

既存住宅の耐震化は鈍化しているものの、老朽住宅の建替等による耐震化の割合は増加しています。 
 

②老朽住宅の割合が高く、木密地域への対応も必要 

北区では築後概ね 50 年を超える、昭和 45 年以前に建築された住宅の割合が 14.0％となっており、

特別区部の中で最も高くなっています。また、十条駅周辺地区、志茂地区など、木造住宅密集地域もあ

り、住宅の耐震性や防火性の確保など、住宅性能の向上と住環境づくりが求められます。 

 

③空き家率は近隣区より低く、空き家が周辺環境に与える影響は大きくでてきていない 

北区では、住宅総数のうち、空き家の割合は 10.5%（平成 25 年住宅・土地統計調査）となっており、

東京都、及び区部の平均よりは少ない値となっています。また、平成 28 年に行われた北区空家等実

態調査においては、空家等と判断した建築物は区内建築物の 1.8％とされています。 

また、区内居住者意識調査では、お住いの周りの空き家の状況について、「目につく空き家はない」

「空き家はあるが特に問題は見られない」が合わせて 78.6％となっており、空き家が周辺環境に与え

る影響は大きくでてきていない状況にあります。 

 

④木造・旧耐震基準の空家が多数を占める 

北区空家等実態調査では、空家等のうち木造が全体の９割以上を占め、旧耐震基準の空家等が全体

の 84.5％を占めました。 

 

⑤空き家の多くが再利用可能 

北区空家等実態調査による、老朽度・危険度判定の結果、空家のうち約 87％が再利用可能であると

されています。 

 

⑥分譲マンション全体での町会加入率が高い 

地域の町会への加入率は 76.0％と高く、災害時等地域での対応が求められる際のコミュニティ形成が

図りやすい状況にあります。 
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（２）長生き（「長生きするなら北区が一番」を実現すること） 

①高齢化の進行 

北区では人口・世帯数ともに増加傾向にあり、北区人口推計調査によると、人口は平成 40(2028)年を

ピークに減少していくと推計されています。年齢 3 区分別にみると、年少人口（14歳以下）及び生産年

齢人口(15～64 歳)は、将来的に減少傾向となる推計がされていますが、高齢者人口(65 歳以上)は、平

成 45(2033)年以降は増加に転じ、高齢化率も急速に高くなることが推計されています。 

 

②高齢者の居住する世帯のバリアフリー化率が高い 

北区の高齢単身世帯の 47.3％が持ち家に居住しており、身体機能に応じたリフォームなどが行い易い

状況にあります。そのため、高齢者の居住する世帯のバリアフリー化率は特別区部の平均及び近隣区の

中で最も高い値を示しており、住宅のバリアフリー化が進んでいます。 

 

③借家に居住する高齢者への対応 

 借家のリフォームは、家主の意向によるため、居住する高齢者個人に対応することは難しいことから、

全ての世帯が生活しやすい住宅とするリフォームなど、家主に対する情報提供や意識向上等が求められ

ます。 

 

④親や子ども（の世帯）と近居を望む世帯が多い 

区内居住者意識調査では、親や子ども（の世帯）との暮らし方として「歩いて行ける程度の近い場所

で、別々の住宅で暮らす」が 37.0％で最も多くなっており、親世帯、子ども世帯が近居できる住環境整

備が求められています。 
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（３）子育て（「子育てするなら北区が一番」をより確かなものにすること） 

①三世代世帯は定住意向が高い 

「平成 30 年北区民意識調査・意向調査報告書」では、「祖父母と親と子（３世代）」の定住意向が

他の家族構成に比べて「ずっと住み続けたい」の割合が 65.7%と最も高くなっています。 

また、区内居住者意識調査でも「親と夫婦と子ども（３世代）」は「現在の住まいに住み続けたい」

の割合が 60.0％と最も高くなっており、多世代が安心して居住し続けることができる住環境整備が必

要です。 

 

②最低居住面積水準以上の住宅に住む子育て世帯の割合が特別区部に比べて高い 

北区の子育て世帯のうち、最低居住面積水準未満の世帯は 1,110 世帯（子育て世帯の 8.2%）となっ

ており、91.8％は最低居住面積水準以上になっています。 

最低居住面積水準以上の割合は、平成 15年では特別区部の割合より低かったものの、平成 25 年には

高くなっています。 

 

③「子育てしやすい環境」に関する満足度が上昇 

区内居住者意識調査では、「子育てしやすい環境」について８割弱が「満足」「まあ満足」と回答して

おり、平成 20 年度に実施した調査と比較すると、満足度が１割以上あがっています。子育てしやすい

環境は、住宅に加えて教育・子育て支援などハード・ソフト面で総合的に検討していく必要があります。 

 

④ファミリー世帯が減少し、単身世帯が増加 

平成 12 年以降、「親と子どもの世帯」（ファミリー世帯）では、世帯主年齢が 40～65 歳未満の世帯が

減少傾向にあります。一方「単身世帯」では、30 歳以上の世帯が増加しており、特に 65 歳以上の単身

世帯は大きく増加しています。 

 

⑤平均家賃が高い 

 借家の平均家賃は 81,759 円となっており、東京都より約 4,000 円安くなっていますが、近隣区の中

では４番目であり、板橋区・足立区に比べ約 5,000 円高く、借家居住が多い子育て世帯の区外流出が懸

念されます。 
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（４）その他 

①共同住宅に対する維持管理等 

北区では総世帯のうち、平成 27 年現在、74.0％が共同住宅に住んでおり、10 年間で 3 ポイント増

加し、共同住宅が区の主要な居住形態になっています。 

さらに、昨今では空き家の大部分は、共同住宅の「賃貸用の住宅」が占めており、シェアハウスや

民泊などとして利用されていることが問題になっていることから、共同住宅の適切な維持管理を促す

必要があります。 

 

②住宅確保要配慮者の増加 

新たな住宅セーフティネット制度1）（2017 年 10 月）で対象となる「住宅確保要配慮者」は、低額所得

者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯と定められています。北区では、借家に居住する世帯のうち

年間収入が 300 万円未満の割合が 45.2％と最も高く、東京都、特別区部と比べても、高い割合となって

います。要因としての１つには借家に居住する世帯のうち 18.1％は高齢者のみの世帯（単身世帯と高齢

夫婦）となっており、年金の世帯が含まれることによります。 

一方で、借家に居住する世帯のうち 16.2％は 30 歳未満の単身と 18 歳未満の者がいる世帯であること

から、北区で住宅確保の支援をすべき世帯を明確にし、求められる支援を検討する必要があります。 

 

③アジア圏を中心とした外国人人口の増加 

北区の外国人登録者数は、区の人口の 6.0％となっており、平成 12 年から 2 倍近く増加しています。

国籍としては、中国、韓国・朝鮮が多いものの、近年は東南アジア、南アジア圏の国籍の外国人が増加

しています。 

新たな住宅セーフティネット制度では、「住宅確保要配慮者」として外国人などが定められており、

北区として外国人の 住宅確保をサポートするかなど検討する必要があります。 

 

 

 

 

                                                   
1) 我が国では、高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅の確保に配慮が必要な方が今後も増加する見込み

であり、住宅セーフティネットの根幹である公営住宅については大幅な増加が見込めない状況にある。

一方で、民間の空き家・空き室は増加していることから、それらを活用した、新たな住宅セーフティ

ネット制度が 2017 年 10 月からスタートした。①住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度、②登録

住宅の改修や入居者への経済的な支援、③住宅確保要配慮者に対する居住支援の３つの大きな柱から

成り立っている。 


